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第１章 総説 

第１節 北本市の概要 

 

１ 位置・交通 

本市は、埼玉県の平野部のほぼ中央部、東京都心から約 45ｋｍ圏に位置しています。東西 5.8

ｋｍ、南北 5.3ｋｍ、面積 19.82ｋ㎡で、市域の大部分が大宮台地上のほぼ平坦な地形です。都心

まで約 50 分の通勤圏にあり、ベッドタウンとして発展しています。主要交通としてＪＲ高崎線、

国道 17 号線及び中山道が市中央部を南北に縦断しています。また、市の南側を首都圏中央連絡自

動車道（圏央道）が東西に横断し、国道 17 号線を挟み桶川加納ＩＣ及び桶川北本ＩＣが開設され、

東名自動車道や中央自動車道、関越自動車道、東北自動車道、常磐自動車道、東関東自動車道に

接続しています。現在、圏央道へのアクセス向上や国道 17 号現道の慢性的な渋滞緩和を図るため、

国道 17 号上尾道路の整備が進められており、埼玉県中央地域における道路ネットワークの形成に

多くの期待が寄せられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人口 

令和元年 10 月 1 日現在、人口は 66,274 人、世帯数 29,226 世帯、世帯当たり人員 2.3 人です。 

人口は、平成 7年以降現在まで 7万人前後の横ばい状況で推移していますが、平成 16年の 71,137

人をピークに減少傾向となっています。 
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第２節 環境基本計画の概要  

 

１ 計画の目的 

「環境基本計画」は、北本市環境基本条例第 11条の規定に基づき、環境の保全と創造に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために策定するものです。平成 12年３月に「北本市環境基本

計画（第一次）」を策定し、環境行政の推進を図ってきました。また、平成 29 年３月には新たな

環境課題や社会情勢への対応を図っていくため、第二次北本市環境基本計画を策定しています。 

【計画期間】平成 28 年（2016）度から令和 7年（2025）度までの 10 年間 

 

２ 年次報告書の位置づけ 

 環境施策に関する年次報告書は、北本市環境基本条例第８条の規定に基づき、環境の状況並び

に環境の保全及び創造に関して講じた施策に関する報告書を毎年作成するものです。 

 

３ 望ましい環境像と長期的な目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「望ましい環境像」の実現のために、３つの「長期的な目標」のなかで市・市民・事業者・民

間団体が協働して重点的に取り組んでいく必要がある取り組みを「協働プロジェクト」として位

置づけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
長期的な目標１ （自然共生社会の形成に向けて） 

自然に学び、恵みを楽しみ・いかすまち 
緑豊かな自然と 

共生する 

持続可能な 

まち・北本 

長期的な目標２ （循環型・低炭素社会の構築に向けて） 

資源やエネルギーを大切に利用し、環境にやさしい暮らしをつくるまち 

長期的な目標３ （協働社会の実現に向けて） 

一人ひとりが輝く、環境の環(わ)をつくり広げるまち 

協働プロジェクトⅠ 

雑木林・緑 

いきいきプロジェクト 

（生物多様性保全行動指針） 

協働プロジェクトⅡ 

ごみ減量・４Ｒ 

もったいないプロジェクト 
（一般廃棄物処理基本計画の推進） 

協働プロジェクトⅢ 

省エネ・創エネ 

エコライフプロジェクト 
（市域からの温室効果ガス排出量の
削減） 

協働プロジェクトⅣ 

きたもと環境の環
わ

 

プロジェクト 
（環境教育･環境保全活動の推進） 
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４ 計画の体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

長期的な目標３ 
協働社会の 
実現に向けて 

 

一人ひとりが輝く、

環境の環
わ

を 

つくり広げるまち 

望ましい環境像 長期的な目標 

望
ま
し
い
環
境
像 

緑
豊
か
な
自
然
と
共
生
す
る
持
続
可
能
な
ま
ち
・
北
本 

長期的な目標１ 
自然共生社会の 
形成に向けて 

 

 自然に学び、 

恵みを楽しみ・ 

いかすまち 

長期的な目標２ 
循環型・低炭素社会 
の構築に向けて 

 

資源やエネルギー 

を大切に利用し、 

環境にやさしい 

暮らしをつくるまち 

健
康
と
安
全
・
安
心
が
確
保
さ
れ
た
社
会
、 

 
環
境
負
荷
の
低
減
を
共
通
の
基
盤
と
し
て 

取り組み（施策）の方向 

雑木林や水辺など自然環境の保全と創造 1-1 

多様な生物が生息し､ふれあい豊かな環境の

保全と創造（生物多様性の保全） 
1-2 

豊かな農地の保全と創造 1-3 

緑豊かな快適な都市環境の創造 1-4 

健康を支えるきれいな空気・水・土の維持 2-1 

騒音・振動・悪臭の防止 2-2 

４Ｒ（ごみの減量・資源化）の推進 2-3 

廃棄物の適正処理の推進 2-4 

賢いエネルギー利用の推進（CO2排出量の緩和） 2-5 

環境にやさしい（低炭素型）まちづくりの 

推進 
2-6 

環境にやさしい生活・事業活動の普及・促進 3-1 

環境教育・環境学習の推進 3-2 

環境を守り・育てる 市民の環
わ

づくりの推進 3-3 

環境情報の充実と提供・共有化の推進 3-4 
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第２章 環境の現状と対策 

►長長期期的的なな目目標標１１  自自然然にに学学びび、、恵恵みみをを楽楽ししみみ・・いいかかすすままちち                       

《協働プロジェクトⅠ》 

 雑木林・緑いきいきプロジェクト参考指標 

参考指標 
計画時（平成26

年度） 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 目標（令和7 

年度） 

市全体の緑被率  48.2% － － － 49% 

市民１人あたり
の都市公園面積  

10 ㎡ 10.4 ㎡ 10.4 ㎡ 10.4 ㎡ 11 ㎡ 

市民緑地の指定
地区と面積 

4 地区、 
2.04ha 

4 地区、 
2.03ha 

4 地区、 
2.03ha 

4 地区、 
2.03ha 

5 地区、 
2.05ha 

公園緑地の整備
への満足度  

33.4% － － － 45% 

≪参考≫憩いの
場・安らげる場と
しての公園につ
いての満足度 

－ 78.3% 79.2％ 79.8％ － 

                             

１－１ 雑木林や水辺など自然環境の保全と創造 

①雑木林や水辺などの自然が果たす役割等の啓発 

・北本市観光協会による雑木林を活用したイベントの実施 

北本市観光協会の運営を支援し、「埼玉の旬を喰らうプロジェクト 北本編」を開催すること

で、普段知られていない北本の魅力を市内外の多くの人々に発信することができた。 

（担当：地域経済推進課・北本市観光協会） 

 

②雑木林の保全と維持管理 

・中央緑地整備事業 

北本中央緑地内の樹木のせん定及び除草等を実施し雑木林の保全に努めた。また、埼玉県の補

助金を活用して雑木林の萌芽更新を実施した。（担当：都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲中央緑地 
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・雑木林の維持・管理事業（指定管理事業） 

北本中央緑地において平成 18 年度から指定管理者制度を導入し、NPO 法人「北本雑木林の会」

による雑木林管理が行われた。（担当：都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

③自然調査の推進 

・令和元年度は実績なし（担当：環境課） 

 

④自然性の高い水辺の保全と創造 

・湧水地の把握 

 市内の横田薬師堂周辺と高尾宮岡の景観地内の計３箇所の湧水地について、環境省の湧水ポー

タルサイト及び埼玉県の電子版湧水地マップ（横田薬師堂湧水群のみ）で公表している。  

（担当：環境課） 

・水辺の事業（指定管理事業） 

水辺プラザにおいて平成 26 年度から指定管理者制度を導入し、指定管理者の自主事業により

「水辺まつり」など荒川河川敷の特長を活かしたイベントが開催され、市民が荒川に親しむ拠点

として維持管理が行われた。（担当：都市計画課） 

 

⑤歴史的・文化的環境の保全と創造 

・石戸蒲ザクラ保護管理事業 

日常管理のほか、台風 15 号によりき損した北側の枝の撤去を行い、折損部に殺菌剤の塗布処理

を行った。また、風雨対策のための剪定作業と主幹北側の根の伸長状態を確認するため、根系調

査を実施した。専門家等で組織された「石戸蒲ザクラ保存検討委員会」の指導に基づき、「石戸蒲

ザクラ保存管理計画」策定に向けた取り組みを行った。決算額 年間管理：330(千円)、撤去作業：

252(千円)（担当:文化財保護課） 

・エドヒガンザクラ保護管理事業 

エドヒガンザクラの倒伏により、倒木の処理および破損した木道の修繕を実施した。決算額 倒

木処理：176(千円)、木道修繕：279(千円) （担当:文化財保護課） 

・ドウダンツツジ保護管理事業 

 令和元年度は実績なし（担当：文化財保護課） 

 

イベント名 開催日・参加者数（令和元年度） 

中学生雑木林保全 

ボランティア教室 

苗木の植栽・草取り・清掃等 

6 月 16 日（日）、11月 17 日（日）、12月 15 日（日） 

151 人 

雑木林に親しむ集い 

落ち葉集め・木工細工・焼き芋等 

１月 26 日（日） 

自治会・近隣住民等約 70人 会員 24 人 
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・高尾カタクリ自生地の調査保存 

カタクリ自生地での株数等の調査、増殖のための人工受粉・採種・播種を引き続き実施、個体

数の増と周辺環境の保全に努めた。 

4 月上旬 人工受粉作業 

5 月上旬 採種 

7 月上旬 播種 （担当：文化財保護課） 

・埋蔵文化財調査整理事業 

 個人住宅の建設、分譲住宅の建設、アパート等の開発事業に伴う範囲確認調査を 28 件実施。う

ち、重機使用件数 16 件。発掘調査は、No.82 遺跡(第 4 次)、雑木林遺跡、上宿遺跡、No.97 遺跡

における発掘調査を実施し、開発により消失する遺跡を記録保存することができた。 

『デーノタメ遺跡総括報告書』と『中井遺跡第 3 次・下宿遺跡第 6 次発掘調査報告書』を刊行

した。発掘調査の出土遺物の整理、その他民俗文化財の資料整理を実施した。 

決算額 埋蔵文化財範囲確認調査:1,535(千円) 

     埋蔵文化財発掘調査(4 件)：6,128(千円) 

     印刷製本費(2件)：4,052(千円) 

     文化財資料の整理・保存：4,490(千円)（担当:文化財保護課） 

・遺跡等調査事業 

 デーノタメ遺跡の内容確認調査を行った。 

調査の結果、縄文時代後期の遺物包含層を検出した。 

決算額 2,009（千円）（担当：文化財保護課） 

 

１－２ 多様な生物が生息し、ふれあい豊かな環境の保全と創造（生物多様性の保全） 

① 生物多様性保全行動指針の作成と推進 

・令和元年度は実績なし（担当：環境課） 

 

②多様な生物が生育・生息する環境・生態系の保全と再生 

・保護地区・保護樹木等の指定 

 北本市緑化推進要綱に基づき指定した保護地区・保護樹木に係る維持管理費等を「北本市緑化

推進奨励金交付要綱」に基づき、土地所有者等に奨励金等を交付し、維持管理を支援することで

自然環境の保護・保全を図った。（担当：都市計画課） 

保護地区 ２箇所（西後保護地区（0.34ha）、高尾阿弥陀堂保護地区（0.33ha）） 

保護樹木 36 本 

市民緑地 ４地区（1 号 0.21ha、2 号 0.19ha、3 号 0.67ha、4 号 0.96ha） 

・ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例の活用 

 埼玉県の「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」を活用し、市内 1 箇所（高尾宮岡ふるさとの

緑の景観地 5.48ha、（埼玉県緑のトラスト保全 8 号地 3.5ha を含む））が県から指定されており、

恵まれた自然環境と景観の保全に努めた。活動内容は 23 ページ参照（担当：環境課） 
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・学校ビオトープ整備事業 

 実績なし（担当：学校教育課） 

 

③外来種及び鳥獣被害対策の推進 

・アライグマ防除実施事業 

 埼玉県アライグマ防除実施計画に基づくアライグマの捕獲を行った。令和元年度のアライグマ

捕獲件数は 48件となった。（担当：環境課・農業経営推進課） 

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

56 件 62 件 47 件 48 件 

・有害鳥獣捕獲許可事業 

 住宅などに侵入した有害鳥獣に対し、鳥獣保護法に 

基づき捕獲の許可を行った。令和元年度の有害鳥獣 

捕獲許可件数は 2件だった。（担当：環境課） 

・久保特定土地区画整理事業 

 事業地内の希少動物について、営巣、繁殖等の生態調査を実施した。事業（関連工事等）は、

調査の結果に基づき周辺環境において継続的に注意を払い、適切な措置を図りながら実施した。 

決算額（調査委託費） 44（千円）（担当：久保土地区画整理事務所） 

 

１－３ 豊かな農地の保全と創造 

①有機農業の促進・環境保全型農業の推進 

・生産緑地制度の運用 

 地権者から生産緑地地区の買取り希望の申出により、農家の買い取り希望について、農業委員

会を通じて斡旋を行った。（担当：都市計画課） 

・農業後継者団体への支援 

 農業後継者団体である北本市農業青年会議所が実施している、農業に関する知識や技術の習得 

を目的とした先進地への視察研修や北本イケメン野菜のＰＲに対して、支援を行った。 

（担当：農業経営推進課） 

・認定農業者支援事業 

 北本市認定農業者協議会において、先進地視察研修会を 2 回開催し、農地利用集積に関連する 

制度等の周知を行った。また、本市で策定した人・農地プランでは、中心的な役割を担う農業者 

として、認定農業者が位置づけられている。（担当：農業経営推進課） 

・農地実態調査事業 

 担い手農家等への農地の利用集積を図るため、農家への働きかけを行った。その結果、令和元 

年度においては、新たに 47 件、約 12ha の農地について利用集積を図ることができた。 

（担当：農業経営推進課） 

・埼玉県特別栽培農産物認証取得制度の普及・啓発 

 令和元年度は、1 名の農業者が生産するだいこん、レタス、ブロッコリー、キャベツ、ねぎに 

▲アライグマ 
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ついて、特別栽培農産物の認証を受けることができた。（担当：農業経営推進課） 

 

②地産地消の推進 

・北本農産物の直売事業 

 前年度に引き続き、農産物直売所である桜国屋の運営を委託し、市内産農産物の販売促進を図 

った。売上額は 220,144 千円と、前年度から 25％の減となった。また、遊休農地や不耕作地の 

解消、地域食文化の保全、農業者と住民との交流促進、雇用の創出、市内観光の増進、地産地消 

の推進等を目的として、北本さんた亭の運営も委託している。令和元年度の売上額は、17,051 千 

円であり、前年度比 20％の減となった。（担当：農業経営推進課） 

・北本農産物ＰＲ事業 

 前年と同様に、北本トマトイメージキャラクター「とまちゃん」を利用 

するなどして、「北本トマト」「北本イケメン野菜」の周知・ブランド化に 

取り組んだ。また、市内農産物直売所桜国屋においても、同様に「北本ト 

マト」「北本イケメン野菜」を取り扱い、販売促進に努めた。また、近年 

の「北本トマトカレー」等、トマトを使用した商品の認知度の高まりもあ 

り、北本農産物の PR は順調に行われた。（担当：地域経済推進課） 

 

③食と農と環境の学習推進 

・北本産野菜の学校給食への導入 

 北本産野菜の年間使用量は、小・中学校合計で 8,227kg となり、前年度より 8.6%増加した。全 

野菜重量に対する北本産野菜の使用割合としては、小学校で約 6.9%、中学校で約 10.7%となって 

いる。（担当：教育総務課） 

【参考】小・中合計使用量の推移 

平成 28 年度 6,563 ㎏、平成 29年度 5,395kg、平成 30 年度 7,573kg、令和元年度 8,227 ㎏ 

・体験農場事業 

市内小学校全学年で、農業青年会議所と連携して、各学校の近隣農家の協力のもと、ジャガイ

モ、大根等の作物を栽培する農作業体験を通し、環境学習を推進した。また、栽培した作物を給

食の食材として活用することで、子どもたちに環境の大切さを実感できるようにした。各小学校

における取り組みとして定着し、積極的に実践されている。決算額 360（千円） 

（担当：学校教育課） 

 

④市民農園の普及と活用 

・ごみ減量等推進市民会議の活動支援 

 家庭から出る生ごみを利用してたい肥化し、リサイクル市民農園で活用するために、北本市ご

み減量等推進市民会議が管理運営する生ごみリサイクル市民農園について、既存の農園管理等の

支援を行った。活動費補助金 決算額 500（千円）（担当：環境課） 
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１－４ 緑豊かな快適な都市環境の創造 

①公園の整備と維持管理 

・公園整備事業 

 令和元年度末の北本市の公園面積は 69.24ha で、平成 30 年度末と比較すると、街区公園の面

積が 0.02ha の増加となった。 

また、北本市の公園は、平成 18 年度から指定管理者制度を導入し、民間事業者・NPO 法人等

に管理委託されている。 

令和元年度は、子供公園のふわふわドームや公有地化した深井スポーツ広場のフェンスを更新

した他、老朽化した公園施設の修繕等を実施し安心・安全な公園整備を図った。 

（担当：都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜公園の状況＞

種別 公園名

総合公園 北本総合公園 10.60 10.60

総合公園
北本自然観察公園
（埼玉県）

27.10 27.10

近隣公園 子供公園 2.84 2.84

近隣公園 天神下公園 3.31 3.31

近隣公園 深井スポーツ広場 1.26 1.26

近隣公園 高尾スポーツ広場 2.15 2.15

近隣公園 中丸スポーツ広場 1.50 1.50

近隣公園 高尾さくら公園 2.60 2.60

近隣公園 野外活動センター 2.71 2.71

近隣公園 北本水辺プラザ公園 4.13 4.13

都市緑地 中丸緑地公園 0.54 0.54

都市緑地 宮内緑地公園 0.26 0.26

都市緑地 北本中央緑地 2.20 2.20

都市緑地 下原緑地公園 0.13 0.13

街区公園 宮内公園など 84箇所 7.89 85箇所 7.91

合計公園面積 69.22 69.24

計（1人当たり㎡） 10.39 10.45

令和2年3月31日
平成30年度
開設面積（ha）

令和元年度
開設面積（ha）

＜ 緑地 の状 況＞

単位：ha

種別 市街化区域（720.6ha）

都市公園・緑地 9.12 69.24

法による緑地合計 34.45 221.55

・生産緑地地区 32.42 32.42

・石戸緑地保全地区 5.10

・市民緑地 2.03 2.03

・河川区域 182.00

条例等による緑地合
計

6.31

・高尾宮岡ふるさとの
緑の景観地

5.48

・上記景観地外のトラ

スト地
0.16

・高尾阿弥陀堂保護
地区

0.33

・西後保護地区 0.34

計 43.57 297.10

区域に対する割合 6.0% 15.0%

都市計画区域
（1,984ha）

▲総合公園 ▲水辺プラザ公園 
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②市街地や住宅地の緑化の推進 

・地区計画 

 市内の地区計画 9 地区の都市計画法第 58 条の 2 に基づく行為の届け出は 20 件あり、市民及

び民間開発事業者の相談に応じ、地区計画制度の周知並びに緑化等の指導を行った。 

（担当：都市計画課） 

・緑と花のまちづくり基金の充実 

緑化推進のために設置している「緑と花のまちづくり基金」に市民・団体等から寄せられた寄

付金・募金等について、利子を含め積立し、基金の充実を図った。 

令和元年度積立金額 878,909 円、令和元年度末基金残高 102,620,031 円（担当：都市計画課） 

・花いっぱい運動の推進 

 指定管理者により、花苗の配布を行うとともに、花壇造りや花いっぱい推進のための助言等を

行った。（担当：都市計画課） 

春 27 箇所 2公共施設 7,608 株 

秋 28 箇所 2 公共施設 7,950 株 

・緑化推進イベントの開催 

 イベントを通して緑の重要性や緑化意識を高揚させることを目的に、みどりのフェスティバル

において苗木を配布した。（担当：都市計画課） 

緑化推進イベント 

イベント名 開催日 

さくらまつり 4 月 6日（土）～7日（日） 

緑のフェスティバル 4 月 29 日（月・祝） 

園芸 

講習会 

寄せ植え教室 5 月 11 日（土） 

樹木の剪定講習会 6 月 1日（土） 

ラベンダースティック講習会 6 月 13 日（木） 

造園講習会 6 月 15 日（土） 

藍染め教室 6 月 18 日（火） 

ヤマモモ染め教室 10 月 10 日（木） 

寄せ植え教室 12 月 14 日（土） 

きのこ栽培教室 2 月 15 日（土） 

桜染め教室 中止 

・緑化協力団体補助事業 

 市の木「桜」の普及・啓発を目的として、城ヶ谷堤桜並木の保 

存管理、環境整備を目的に「城ヶ谷堤桜保存会」に活動費の補助 

を行った。決算額 200（千円）（担当：都市計画課） 

 

 

▲城ヶ谷堤桜並木 
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③魅力ある都市景観の保全と創造 

・中山道街並み整備事業 

中山道の拡幅工事は、令和元年度に全ての用地取得が完了し、間もなく完成する見込みである。

県の事業進捗に合わせ、街路灯の整備や歩道の美装化を進めていく。（担当：都市計画課） 

・ふるさと歩道の維持管理事業 

須賀神社内のふるさと歩道休憩舎や城ヶ谷堤の剪定等の維持管理を行った。（担当：都市計画課） 

 

④空き地・空家対策の推進 

・空き地対策事業 

 北本市空き地環境保全に関する条例に基づき、雑草の除去など所有者に適正な管理について指

導を行った。（担当：環境課） 

区分 対象件数 実施件数 

除去委託分 12 件（4,596㎡） 12 件 （4,596㎡） 

苦情受付分 34 件（19,891㎡） 22 件（11,616㎡） 

合計 46 件（24,487㎡） 34 件 (16,212㎡） 

・空家対策事業 

空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、所有者に適切な管理についての指導を行った。

また、北本市空き家等の適切な管理に関する条例を制定した（次年度施行予定）。 

（担当：都市計画課） 

 

⑤不法投棄防止・環境美化の推進 

・不法投棄監視パトロール事業 

粗大ごみ等の不法投棄防止を目的に、監視パトロールを実施した。また、令和元年 11 月 24 日

（日）に荒川河川敷内の一斉撤去作業（不法投棄物撤去）を行った。（担当：環境課） 

・清掃美化活動の実施 

 各自治会が「市民の一人ひとりがわたしたちの手で清潔にし、そして汚さない」をスローガン

に清掃美化活動を実施した。（担当：環境課） 

活動名 活動期間 参加地区 参加人数 

快適な環境づくり運動 令和元年 5月 26 日～ 6月 23 日 91 地区 9,968 人 

環境美化運動 令和元年 8月 17 日～11 月 17 日 95 地区 10,667 人 

・アダプトプログラム制度の実施 

 市民の主体的な清掃美化活動を促進し、市民と行政の協働によるまちの美化を図るため、「ぴか

ぴか北本おまかせプログラム」（アダプトプログラム）を展開した。 

（令和 2年 3月 31 日現在）（担当：環境課） 

登録団体数 28 団体 

登録者数 1,994 人 
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►長長期期的的なな目目標標２２  資資源源ややエエネネルルギギーーをを大大切切にに利利用用しし、、環環境境ににややささししいい暮暮ららししををつつくく

るるままちち   

 

２－１ 健康を支えるきれいな空気・水・土の維持 

①空気の清浄さの維持 

・大気汚染防止対策の推進 

 大気汚染防止法及び埼玉県生活環境保全条例等に基づき、県と連携して工場や事業所への立入

検査等を行った。（担当：環境課） 

【参考】市内大気規制関係事業所数・施設数         ※（ ）内は立入件数 

 大気汚染防止法 埼玉県生活環境保全条例 ダイオキシン類 

ばい煙 粉じん ＶＯＣ 指定 

ばい煙 

指定 

粉じん 

炭化 

水素 

対策特別措置法 

事業所 19 (1) 1 (0) 0 (0) 7 (5) 2 (0) 6 (0) 2 (1) 

施設 85 (41) 1 (0) 0 (0) 7 (5) 10 (0) 10 (0) 2 (1) 

埼玉県中央環境管理事務所資料より 

・アイドリング・ストップの指導と啓発運動 

 ２月に職員へアイドリング・ストップの啓発を喚起し、かつ、呼びかけする通知を行った。 

（担当：契約管財課） 

 

②水の清浄さの維持 

・水質汚濁防止対策の推進 

 水質汚濁防止法及び埼玉県生活環境保全条例等に基づき、県と連携して工場や事業所への立入

検査等を行っている。令和元年度の立入件数は 11件、採水件数は 7件だった。（担当：環境課） 

【参考】水質規制関係事業場数 

水質汚濁防止法 
埼玉県生活 

環境保全条例 

ダイオキシン類対

策特別措置法 

特定事業場 
排水基準適用 

特定事業場 

有害物質使用

特定事業場 

有害物質貯

蔵指定施設 
指定排水工場等 

特定施設設置事業

場 

67 20（4） 5 5 2 1 

埼玉県中央環境管理事務所資料より。（）内は総量規制対象事業所数 

・水質検査体制の充実 

 安全な水を供給するため、法令に基づき「健康に関連する項目」31 項目、「水道水が有すべき

性状に関連する項目」20項目の水質検査を毎月実施した。検査の結果、すべての基準に適合であ

った。（担当：桶川北本水道企業団） 
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・雨水浸透マス・トレンチの設置促進 

 開発事業者等への指導により、宅地内での雨水浸透処理の普及促進が図られた。雨水浸透桝設

置数：125 基（担当：下水道課） 

・水路しゅんせつ工事 

水路に堆積された汚泥のしゅんせつ工事を実施し、水路機能の回復を図った。水路 80ｍ、決算

額 3,540 千円（担当：道路課） 

雨水幹線内のしゅんせつ工事を実施し、水路環境改善と機能の保持に努めた。水路 120ｍ、決

算額 968 千円（担当：下水道課） 

・公共下水道整備事業 

 荒川・水路の水質を保全するとともに、清潔で快適な生活環境を確保するため、公共下水道の

整備を推進した。また、公共下水道工事説明会時には、公共下水道への速やかな切替えを啓発し

た。決算額 85,925（千円）（担当：下水道課） 

整備面積 整備済面積 整備率 人口普及率 

1.32ha 611.46 ha 84.5％ 74.5％ 

・合併処理浄化槽設置補助事業 

 家庭雑排水による河川、水路の水質汚濁防止等を図るため、合併処理浄化槽設置の促進を目的

に、設置者（公共下水道事業計画の認可区域外）に対し費用の一部を助成した。令和元年度の助

成件数は 20 件であった。決算額 12,778（千円）（担当：環境課） 

・浄化槽の法定検査受検促進 

浄化槽の法定検査を受けていない世帯の一部に個別通知をし、法定検査受検を促した。また、

広報紙、回覧等で適切な維持管理に関する啓発を行った。令和元年度の法定検査受検率は、設置

後の 7条検査 100%、定期検査である 11条検査 12.3％だった。（担当：環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③土壌汚染の防止 

・土砂たい積等の許可業務 

 「北本市土砂等のたい積の規制に関する条例」に基づき、土砂のたい積などについて相談を受

けるとともに、土砂をたい積する行為について調査指導を実施した。市の条例に基づく土砂等の

たい積の許可は 1件であった。3,000 ㎡以上が対象の県条例では 0 件であった。（担当：環境課） 

▲荒川 
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④監視体制の充実と情報提供 

・大気汚染監視事業 

 隔年実施のため、令和元年度は実施していない。（担当：環境課） 

・ダイオキシン類汚染調査 

 隔年実施のため、令和元年度は実施していない。（担当：環境課） 

・市内水質調査 

 市内を流れる河川、水路の汚染実態を把握するため、荒川、谷田用水、梅沢水路、江川（勝林

水路）のそれぞれ最上流地点、最下流地点計８地点について水質調査を実施した。令和元年度は

冬季に調査を実施した。調査結果は資料ページ参照（担当：環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特定化学物質に係る調査（PRTR 法） 

 埼玉県に協力を要請し、特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善に関する法律

（PRTR 法）及び埼玉県生活環境保全条例に基づき届出があった市内の事業者について情報提供を

得た。法律で 9事業所、条例で 13事業所から報告があった。（担当：環境課） 

・大気中の放射性物質測定事業 

 測定地点の小中学校５箇所、保育所２箇所、公園３箇所の校庭（庭園）内において、大気中に

含まれている放射線量を年４回測定した。測定結果の最大値を年間放射線量に換算した値は、線

量限度 1mSv/年（※）を下回った。調査結果は資料ページ参照（担当：環境課） 

※1mSv/年：国際放射線防護委員会の勧告に基づき、法で定められた技術上の基準としての一般公衆の線量限度（自

然放射線量を除く）。 

・水質中の放射性物質濃度測定事業 

 小中学校のプール水及び総合公園と子供公園のせせらぎ水の放射性物質濃度測定を行った。検

査の結果、すべて不検出だった。なお、結果はホームページで公表している。（担当：環境課） 

 

 

水質環境調査地点 
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・小中学校プール清掃前の放射線濃度測定 

 小中学校がプール清掃を実施するにあたり、安全性を確認するために、プール水排水後の汚泥

の放射線量を測定した。除染を実施する基準である0.23 µSv/hを超える箇所は確認できなかった。 

(0.04～0.05µSv/)（担当：学校教育課） 

・小中学校及び保育施設の給食提供食材の放射能検査 

 小中学校については、週 2 回（火、木）その日提供される食材測定を行い、ホームページで公

表している。令和元年度は全て不検出だった。（教育総務課） 

保育施設については、その日提供される食材測定を行い、ホームページで公表している。令和

元年度は全て不検出だった。（こども課） 

 

２－２ 騒音・振動・悪臭の防止 

①騒音・振動の防止 

・工場・事業所等に対する啓発指導 

工場・事業所等の騒音及び振動については、騒音規制法、振動規制法及び埼玉県生活環境保全

条例の規制に基づき、苦情に対する速やかな状況把握に努め、必要に応じて指導を行った。         

令和元年度の苦情相談は騒音 6 件、振動で 1 件だった。また、特定建設作業の届出は騒音で 5

件、振動で 3件だった。（担当：環境課） 

 

②悪臭の防止 

・工場・事業所等に対する啓発指導 

工場・事業所等の 悪臭については、悪臭防止法及び埼玉県生活環境保全条例に基づき、苦情に

対する速やかな状況把握に努め、必要に応じて指導を行った。令和元年度の悪臭の苦情相談は 1

件であった。（担当：環境課） 

 

③測定体制の充実等公害苦情への対応 

・自動車騒音常時監視業務 

 令和元年度は市内 2 地点において自動車交通騒音常時監視を行った。調査結果は環境省へ報告

し、今後の沿道騒音対策等の施策への資料となる。夜間 1 地点以外は環境基準を満たしていた。

（担当：環境課） 

路線名 昼間 夜間 調査地点 

一般国道 17 号線 
67  61  石戸宿 2 丁目地内 

◎ ○ ◎ ○ 

県道東松山桶川

線 

70  66  高尾 8丁目地内 

◎ ○ × ○ 

※環境基準、要請限度は「幹線道路を担う道路に隣接する空間の特例値」を適用 

昼間：環境基準 70ｄB以下、要請限度 75ｄB以下、夜間：環境基準 65ｄB以下、要請限度 70ｄB以下 

  

上段：等価騒音レベル LAeq（単位ｄB） 

下段左欄：◎環境基準を達成、×環境基

準を超過 

下段右欄：○要請限度の範囲内、×要請

限度を超過 
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 《協働プロジェクトⅡ》 

 ごみ減量・４Ｒ もったいないプロジェクト参考指標 

参考指標 
計画時 

（平成26年度） 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

目標 
（令和7年度） 

市民一人 1 日あたり
のごみ排出量 ※1 

804ｇ 
（H25 年度） 

762ｇ 757ｇ - 779ｇ 

市民一人 1 日あたり
の家庭ごみ排出量（資
源除く）※1 

510ｇ 
（H25 年度） 

506ｇ 509ｇ - 470ｇ 

事業系ごみ排出量 ※
1 

3,758t 
（H25 年度） 

3,391ｔ 3,303ｔ - 3,570t 

資源循環型の環境に
やさしいまちづくり
への満足度 

29.1% - - - 40% 

≪参考≫4R の推進に
関する取り組みの平
均実践項目数 

- 5.42 項目 5.29 項目 5.53 項目 - 

※1 一般廃棄物処理実態調査結果（環境省）より 

２－３ ４Ｒ（ごみの減量・資源化）の推進 

①４Ｒ（特にリデュース・リフューズ・リユース）の普及と推進 

・グリーン購入推進事業 

 環境負荷の少ない製品を率先して購入するため、グリーン購入推進指針に基づき各課において

グリーン購入を実施した。令和元年度のグリーン購入率は 60%だった。（担当：環境課） 

・建設事業におけるリサイクルの推進 

建設事業において発生する建設資材の再資源化のため、設計段階で再処理施設への持込みの検

討や工事で再生資源（再生合材・再生砕石）の使用を指示した。また、建設副産物は、建設工事

に係る資材の再資源化等に関する法律に基づき適正に処理し、リサイクルを推進した。 

また、各工事において特定建設資材のみならず、その他建設廃材も分別を指導し、資源として

再利用するよう指導した。（担当：建築開発課） 

・ごみ減量等推進市民会議活動支援事業 

 ごみの減量化とリサイクルの促進を目的に取り組んでいる「ごみ減量等推進市民会議」の活動

（市民大会、研修会、生ごみリサイクル農園、施設見学会等）に対し、助成等の支援を行った。

活動費補助金 決算額 500（千円）（担当：環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ▲容器包装類回収状況（中丸一時保管場にて） 
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②ごみ排出量の削減と資源化の推進 

・一般廃棄物等の回収 

【参考】ごみ排出量の推移 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 Ｒ元年度 

燃やせるごみ 

排出量(t) 
13,719 13,494 13,485 13,086 12,952 12,910 13,078 

燃やせないごみ等 

排出量(t) 
1,554 1,515 1,350 1,401 1,369 1,381 1,554 

資源化物(t) 3,783 3,609 3,412 3,238 3,047 2,928 2,971 

資

源

化

物

の

内

訳 

容器包装類 758 756 756 783 776 814 833 

粗大ごみ中 

資源化物 
113 116 104 91 99 106 125 

資源回収 2,877 2704 2,524 2,337 2,147 1,986 1,998 

廃乾電池 17 16 19 20 16 16 8 

廃蛍光管 8 7 7 6 6 5 6 

牛乳パック 10 10 2 1 3 1 1 

資源化物を除く 

粗大ごみ量(t) 
463 442 405 386 410 433 472 

総排出量(t) 19,519 19,060 18,717 18,111 17,778 17,652 18,075 

資源化率(%) 19.38% 18.93% 18.23% 17.88% 17.14% 16.59％ 16.44％ 

人口(人) 

（各年度末現在） 
68,806 68,440 67,960 67,381 66,935 66,468 66,230 

一人１日あたりの 

ごみ排出量(g)※1 
804 794 789 763 762   757   － 

・資源回収の充実 

 ごみカレンダーを作成・配布し、自治会を単位に缶類・ビン類・紙類・布類・ペットボトルの

資源回収を実施した。市の回収量は前年度とほぼ同じであるが、スーパーや小売店での独自の回

収が進んでいる。 

決算額 107,806（千円）（収集運搬費 108,669（千円）、資源回収奨励金 11,536（千円）、資源回

収売捌金 12,399（千円））（担当：環境課） 

種類 令和元年度 平成 30 年度 増減率 

缶類 160t 158t 1.3% 

ビン類 336t 349t  △3.7% 

紙類 1,119t 1,107t 1.1% 

布類 264t 248t 6.5% 

ペットボトル 119t 124t  △4.0% 
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・容器包装の分別収集事業 

 容器包装リサイクル法に基づき、ペットボトルを除くプラスチック製容器包装類の分別収集を

実施している。令和元年度の回収量は 833ｔ。 

決算額 85,981（千円）（収集運搬費用 49,234（千円）、処理費用 36,747（千円）） 

（担当：環境課） 

・牛乳パック回収事業 

 市内公共施設 12箇所に牛乳パック回収箱等を設置し、 

拠点回収を行った。令和元年度の回収量は 1ｔ。なお、 

牛乳パック売上金 決算額 8千円 

（担当：環境課） 

・小型家電の回収事業 

 令和元年度の小型家電回収量は 8,220kg となった。 

（担当：環境課） 

・廃食油の回収事業 

 令和元年度の回収日は 48 日で、回収量は 2,340ℓとなった。 

（担当：環境課） 

 

２－４ 廃棄物の適正処理の推進 

①循環型社会形成推進基本法の推進 

・ごみ出しルールの徹底とごみ収集体制の整備 

 ごみカレンダーの作成及び配布を行った。また、新たにごみカレンダー多言語版（英語・中国

語・韓国語・ベトナム語）を作成し配布した。（担当：環境課） 

・生ごみ処理容器・電気式生ごみ処理機購入費補助事業 

 生ごみの減量化及びたい肥化による資源の有効利用を図るため、家庭及び集会施設から排出さ

れる生ごみを処理する生ごみ処理容器（コンポスト）、電気式生ごみ処理機購入に対し、費用の一

部を助成した。令和元年度補助件数 9件〔うち電気式 7件〕（担当：環境課） 

・生ごみたい肥促進事業 

 中丸東小学校において、生ごみ処理機を利用した給食残菜の肥料化を行った。各学期に 1 度位

のペースで農業体験の指導員を通じて回収し、畑に利用した。（担当：教育総務課） 

 市内小学校（全 8 校）において、ダンボールコンポスト体験事業を実施した。各小学校にダン

ボールコンポストを配布し、給食調理時に発生する残さをたい肥化し、花壇等に利用した。 

（担当：環境課） 

・事業系ごみの適正処理の推進 

 埼玉中部環境センターにおいて、搬入ごみ状況調査を実施（埼玉中部環境保全組合管内協議会）

し、不適正な業者に対し、環境センターより指導を行った。また、新たに事業系ごみ適正排出ガ

イドブックを作成し、事業所に配布した。（担当：環境課） 

 

▲使用済小型家電回収ボックス 
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・市庁舎内のごみ分別収集の徹底 

 市庁舎から出るごみを「燃やせるごみ」、「燃やせないごみ」、「プラスチック製容器包装類」の

３種類に分別し、焼却・埋め立てごみを削減するとともに、紙類のリサイクルを推進し、ごみの

分別収集を徹底した。（担当：契約管財課） 

種類 令和元年度 平成 30 年度 増減率 

燃やせるごみ 2,153ｋｇ 2,213ｋｇ △2.7% 

燃やせないごみ 348ｋｇ 389ｋｇ △10.5% 

容器包装（資源）類 430ｋｇ 400ｋｇ 7.5% 

紙資源 29,500ｋｇ 27,360ｋｇ 7.8% 

・一般廃棄物処理基本計画の推進 

 一般廃棄物の処理に関する基本的な事項を定める「一般廃棄物処理基本計画第４次計画」に基

づき、ごみの減量・再資源化の推進を図った。（担当：環境課） 

 

②廃棄物の広域処理の推進 

・ごみ処理広域化事業 

 鴻巣行田北本環境資源組合において進めていた、ごみ処理広域化による新ごみ処理施設の計画

が白紙になった。改めて、新施設建設に向けて検討を始めた。（担当：鴻巣行田北本環境資源組合） 

 

《協働プロジェクトⅢ》 

 省エネ・創エネ エコライフプロジェクト参考指標 

参考指標 
計画時 

（平成26年度） 
平成 30 年度 令和元年度 

目標（令和7年度） 

市域における温室効果ガス
排出量※1 

292.7 
千ｔ-CO2 

（平成 25 年度） 

－ 
千ｔ-CO2 

（平成 29 年度） 

－ 
千ｔ-CO2 

（平成 30 年度） 

平成 25 年度比 18％
の削減 

公共施設における温室効果
ガス排出量 

3,883t-CO2
（平成 29 年度） 

3,910t-CO2 3,649t-CO2 
令和 5年度までに平
成 29 年度比 3.0%の

削減 

公用車の低公害車導入率
（九都県市指定） 

77.1％ 85.9％ 81.0% 85% 

太陽熱温水器、太陽電池パ
ネル、家庭用燃料電池など
を設置する市民の割合 

7.4% - - 15% 

※1 埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書 2016 年度より 

 

２－５ 賢いエネルギー利用の推進 

①省エネルギー対策（省エネ）の推進 

・公用車両への低公害車の導入 

 令和元年末現在、公用車両合計 58 台のうちハイブリッド車 5台（9%）、CNG 車 0 台（0％）、電

気自動車 6 台（10％）となっている。九都県市指定の低公害車導入率は 81%となった。 

(協働プロジェクトⅢの指標)(担当:契約管財課) 
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・環境にやさしい自動車利用の推進 

 平成 23年度に桜国屋に設置した急速充電器１台の無料開放を 

行っている。令和元年度の利用状況は 14,263kwh/年であった。 

（担当：環境課） 

・道路照明灯等整備事業 

 夜間の交通の安全及び犯罪防止のため、道路照明灯の設置や修 

理を行うとともに、ＬＥＤ化を進めた。令和元年度末現在、市内   

の道路照明灯の合計設置基数5,439基のうち、ＬＥＤ灯は4,956基 

で、ＬＥＤ化率は91.1%となっている。（担当：道路課） 

 

②再生可能エネルギー利用（創エネ）の推進 

・太陽光発電などの利用普及 

 県の補助制度を案内することで、エネファームや蓄電 

池の設置を呼びかけている。なお、平成 26年度に市役所  

庁舎に設置した太陽光発電システムの令和元年度の発電 

量は、13,448kWh/年で、CO2削減量は 4,229kg-CO2/年と 

なった。（担当：環境課・契約管財課） 

    

③地球温暖化対策の推進 

・地球温暖化対策実行計画推進事業 

 第 4 次北本市地球温暖化対策実行計画に基づき、年間の目標を掲げ、市庁舎、文化センター、

各出先機関、小中学校において温室効果ガスの削減に向けて取り組んだ。実績等は環境マネジメ

ントシステムで管理しており、令和元年度の温室効果ガス排出量は 3,649t だった。取り組み内容

は資料ページ参照（担当：環境課） 

 

２－６ 環境にやさしい（低炭素型）まちづくりの推進 

①公共交通利用環境の向上 

・デマンドバスの運行 

交通弱者等への移動手段の確保に貢献するため、ドア･ツー･ドア運行を行っている。令和元年

度はワゴン車両2台、セダン車両2台の運行で、年間利用者数 26,304名だった。        

（担当：くらし安全課） 

② 自転車利用環境の整備 

・令和元年度は実績なし（担当：道路課ほか） 

③省エネ型住まいづくりやスマートハウスの普及・促進 

・令和元年度は国・県制度を啓発（担当：環境課ほか） 

 

▲庁舎屋上の太陽光発電システム 
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►長長期期的的なな目目標標３３  一一人人ひひととりりがが輝輝くく、、環環境境のの環環
わ

ををつつくくりり広広げげるるままちち               

３－１ 環境にやさしい生活・事業活動の普及・促進 

①日常生活での環境保全行動（エコライフ）の普及・促進、②事業活動での環境配慮（エコワー

ク）の普及・促進 

・環境ポスター・標語コンクール事業 

小・中学校の児童・生徒に子どものころから温室効果ガスやごみの分別に関心を深めてもらう

ために、環境ポスター・標語コンクール事業を実施した。令和元年度は標語部門 329 作品、ポス

ター部門 83 作品の応募があった。（担当：環境課） 

③市の施設での環境保全率先実行・環境マネジメントの実施 

・環境マネジメントシステムの運用 

 平成 28年度から北本市独自の新たな環境マネジメントシステムを運用し、環境負荷の低減を図

った。職員への研修や啓発を行い、公共施設からの温室効果ガス排出量の削減に努めた。取り組

み内容は資料ページ参照（担当：環境課） 

 

《協働プロジェクトⅣ》 

きたもと環境の環（わ）プロジェクト参考指標 

参考指標 
現状 

（平成26年度） 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

目標 
（令和7年度） 

環境関連の民間団体活動支援
数 

７団体 6 団体 6 団体 6 団体 10 団体 

アダプトプログラム登録数 19 団体 23 団体 25 団体 28 団体 25 団体 

環境保護に関する問題につい
ての市民の関心度 

87.8％ － － － 95% 

≪参考≫ボランティアや市民
公益活動に参加した市民また
は参加してみたいと思う市民
の割合 

－ 27.4% 26.6% 29.5% － 

環境保護活動に積極的に参加
する市民の割合 

5.7% － － － 10% 

≪参考≫地域活動に参加して
いる市民の割合 

－ 46.7% 47.3% 51.3% － 

 

３－２ 環境教育・環境学習の推進 

①環境教育の推進と支援体制の充実 

・環境教育・環境学習の強化・推進の検討 

 環境教育全体計画に基づいて、全小・中学校の各教科、総合的な学習の時間等で環境学習を推

進した。また、地域の人材や自然学習センターなど関係施設等を積極的に活用した環境学習にも

取り組んだ。 

石戸小学校では、本年度も「高尾宮岡トラスト地」において、棚田プロジェクトを実施し、地
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域との協力のもと、環境に関する体験学習を行った。 

小学校社会科副読本を通して、環境問題への取り組みについて学習する機会を設けた。 

社会科副読本「きたもと」(映像資料付)を作成し、その中の章「住みよいくらしをささえる」

において、市内で利用する水の水源と浄水場についてや、ごみ処理について取り上げ、身近な話

題から環境について考えるよう工夫した。 

中丸小学校では、県からの２か年の委嘱を受け、その 2 年目として温暖化防止を目的とした副

読本を各教科や領域で活用するための研究・発表を行った。（担当：学校教育課） 

・自然環境を利用した体験学習 

 小学校生活科の学習で、校外の自然環境のなかでの遊びを通して、自然環境に親しむ学習を展

開した。 

各小・中学校の「総合的な学習の時間」の年間指導計画に従い、「環境」「地域」等をテーマに

取り上げ、北本の自然環境に関する探究的な学習を行った。（担当：学校教育課） 

・教職員の環境研修事業 

 「EM 菌」の活用について、引き続き様々な分野において実践を重ねた。市内の小・中学校では、

プールの水の浄化を図るために活用した。また、トイレ清掃、石鹸づくりに活用した。各学校で

継続的に活用している。（担当：学校教育課） 

 

②市民の環境学習の推進 

・水辺を利用した環境教育 

 北本市野外活動センターにおいて、ホタル観察会を７月 13 日、１4日の２日間開催した。参加

者 210 人（担当：生涯学習課） 

・市民等に向けた環境教育・環境学習機会の充実 

 市役所出前講座に、「ごみのゆくえ ～ごみの減量化とリサイクルを推進しよう！～ 」（対象：

小学生以上）を設けているが、令和元年度は依頼がなかった。（担当：環境課） 

 

３－３ 環境を守り・育てる 市民の環（わ）づくりの推進 

①環境保全活動に取り組む民間団体・地域の育成と活動支援 

・カタクリ等自生地保全活動への支援 

 自然林の斜面に自生するカタクリ及びニリンソウの自生地の巡視 

や美化清掃等の維持管理を、「高尾カタクリ保存会」に委託し、下草 

刈り、見守りや清掃作業などの活動支援を行った。 

決算額 90（千円）（担当：環境課） 

・城ヶ谷堤桜保存活動への支援 

城ヶ谷堤の桜の下草刈りや清掃等の保全活動を行っている「城ヶ谷堤桜保存会」に対し、支援

を行うとともにテングス病に侵された枝や枯れ葉等の除去を行った。 

決算額 200（千円）（担当：都市計画課） 
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・アダプトプログラム制度の実施（P11 再掲） 

 市民の主体的な清掃美化活動を促進し、市民と行政の協働によるまちの美化を図るため、「ぴか

ぴか北本おまかせプログラム」（アダプトプログラム）を展開した。登録団体数 28 団体  

登録者数 1,994 人（令和 2年 3月 31 日現在）（担当：環境課） 

 

② 市民との協働による環境保全活動の推進・支援 

・景観地保全事業 

 「高尾宮岡ふるさとの緑の景観地」は、埼玉県内の優れた自然や貴重な歴史的環境を守るため

の「さいたま緑のトラスト保全第８号地」として保全されている。 

トラスト８号地周辺の自治会から構成される「トラスト８号地里山保存会」の協力を受け、石

戸小学校児童による田植え、稲刈りの体験学習や除草等を行った。（決算額 490（千円））また、

里山の景観を維持するためにトラスト８号地内に位置する田んぼ周辺の除草等や、樹木等の手入

れ等を行った。（決算額 1,229（千円））（担当：環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・トラスト基金 

 高尾宮岡ふるさとの緑の景観地内の谷津や斜面林等の保護・保全のため設置した「高尾宮岡ふ

るさとの緑のトラスト基金」の寄付金額は、令和元年度は 387,278 円で、設立（平成 16 年度）

からの累計額は令和元年度末現在 1,847,818 円となった（積立額の一部は一般財源に繰り入れ、

トラスト地の保全のために使われている）。（担当：環境課） 

 

３－４ 環境情報の充実と提供・共有化の推進 

①環境情報の整備充実と発信・提供 

・年次報告書の作成 

 北本市環境基本条例では、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関して講じた施策に関する

報告書を作成し、毎年、これを公表することとしている。このため、環境基本計画に位置付けら

れた施策・事業の取り組み状況や実績などを調査し、その進捗度などを記載した年次報告書を作

成するとともにホームページ等で公表した。（担当：環境課） 

 

▲石戸小児童による田植え ▲石戸小児童による稲刈り 
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・ホームページ・広報紙での環境情報等の公表 

 ホームページへの環境情報の掲載については、随時、見直しを行い、充実を図った。また、広

報「きたもと」への掲載により市民への環境情報の発信に努めた。（担当：環境課） 

・行政機関が構成する協議会等への参加 

 環境行政等の情報交換及び調査・研究等を目的に、県内市町村等が組織する協議会等に加入し、

情報収集や研修に参加した。また、これらの団体から国・県への要望を行った。（担当：環境課） 

【環境課が加入する環境関係協議会等】 

・埼玉県環境事務研究会連合会：県内 60 市町村 

・埼玉県中部地域環境事務研究会：県内 8市町 

・埼玉県合併処理浄化槽普及促進協議会：県内 46市町村 1組合 

・綾瀬川中川水質改善協議会：県内流域 24市町 

・埼玉県清掃行政研究協議会：県内 63市町村を含む 84団体 

・埼玉県央荒川クリーン協議会：県央域市町・国・県・警察等 8機関 

 

②土地利用・開発事業等における環境配慮の推進 

・国・県の環境影響評価制度の適切な運用 

 国・県の環境影響評価制度の対象となる開発事業については、法律・条例に基づき、事業者へ

指導を行う。令和元年度は該当事業なし。（担当：関係各課） 

・土地利用･開発事業等における環境配慮の推進 

 市の開発指導要綱に基づき、市と開発業者の間で開発内容の事前協議を実施し、環境への負荷

の軽減に配慮するよう求めた。令和元年度の開発指導要綱に基づく事前協議は31件だった。（担

当：関係各課） 

・熱帯材型枠の使用抑制事業 

 各工事において熱帯材型枠の使用を削減し、各種代替型枠の使用を促進することを指示した。

その他仕上材なども、極力使用は控えるよう指導した。（担当：建築開発課） 

・インターチェンジ周辺地域の開発整備事業 

 県及び圏央道沿線の市町と共同で、引き続き「圏央道インターチェンジ周辺地域の乱開発抑止」

に取り組んでおり、庁内関連部署で広報活動やパトロールを行っている。また、毎年 11月に一斉

パトロールを実施しており、緑豊かで美しい環境を次世代に引き継いでいくことの重要性への理

解を求めている。（担当：都市計画課） 

 



令和 2年度版環境施策に関する年次報告書 

（令和元年度実績） 

 

■資料 

 

・令和元年度河川・用排水路等の水質調査結果と推移 

 

・令和元年度大気中の放射性物質測定結果 

 

・第４次北本市地球温暖化対策実行計画及び 

令和元年度環境マネジメントシステムの実施報告書 

 

・用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







令和２年度版環境施策に関する年次報告書 

（令和元年度実績） 
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第1部 第 4次北本市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

第1章 計画の概要 

 

 北本市では、地球温暖化対策の推進に関する法律及び基本方針に基づき、平成 15年から地球温

暖化対策実行計画を策定し、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。 

 第 4 次北本市地球温暖化対策実行計画では、市が行うすべての事務・事業から発生する温室効果

ガスの排出を抑制するため、率先して地球温暖化対策の推進を図ることを目的としています。計画

期間は令和元年度から令和 5年度までの 5年間とし、対象範囲は市庁舎をはじめとする公共施設に

おけるすべての事務・事業とします（指定管理事業も含む）。目標は以下のとおりです。 

 

・全機関における電気・燃料・水道・公用車燃料使用量及び市庁舎における用紙類使用量につい 

て、平成 29 年度を基準年度とし、令和 5年度までに 3％削減する。 

 

 

機関 取組項目 
Ｈ29 年度 

（基準年度） 

Ｒ元年度 

（計画開始） 
Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 

Ｒ5 年度 

（目標年度） 

全機関 

電気使用量 

燃料使用量 

水道使用量 

公用車燃料 

使用量 

 

市庁舎 用紙類 

 

 

温室効果ガスの種類 

種類 人為的な発生源 

二酸化炭素 

（CO2） 

産業、民生、運輸部門などにおける燃料の燃焼に伴うものが全温室効果ガスの

9 割程度を占め、温暖化への影響が大きい。 

メタン 

（CH4） 

稲作、家畜の腸内醗酵などの農業部門から出るものが半分以上を占め、廃棄物

の埋立てからも 2～3 割を占める。 

一酸化二窒素 

（N2O） 
燃料の燃焼に伴うものや農業部門からの排出がそれぞれ 3割～4 割を占める。 

ハイドロフルオロカーボン類 

（HFC） 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫の冷媒、断熱発泡剤などに使

用。 
出典：実行計画策定マニュアル及び温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン，平成 23 年，環境省 

 

 

 

 

 

目  標 

平成 29 年度比３％削減 
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第 2章 達成状況 

 

１ 温室効果ガスの排出を直接抑制する取り組み 

 

市の全公共施設における温室効果ガスの排出量(t-CO2)   

  H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ1 

温室効果ガス排出量の合計 3,687 3,646 3,741 3,827 3,910 3,649 

＜内訳＞     

電気による CO2 2,693 2,779 2,889 2,915 3,005 2,801 

ガスによる CO2 655 691 708  744  704 654 

その他燃料による CO2 285 140 112  137  168 163 

公用車関連による CO2 54 36 32 31 33 31 

 

 

 

【目標別結果】 

電気使用量・燃料使用量（全機関） 

目標値：令和 5年度までに平成 29年度比 3.0％削減                      （t-CO2） 

H29      

（基準） 

Ｒ1      

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

Ｒ5 

（目標） 

3,796 3,618     3,682 
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公用車燃料使用量（全機関）   

目標値：令和 5年度までに平成 29年度比 3.0％削減                       （t-CO2） 

H29 

（基準） 

Ｒ1 

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

Ｒ5 

（目標） 

31 31     30 

 

２ 温室効果ガスの排出を間接的に抑制する取り組み 

水道使用量・用紙類 

目標値: 令和 5年度までに平成 29年度比 3.0％削減 

 
H29 

（基準） 

Ｒ1 

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

Ｒ5 

（目標） 

水道使用量 

(㎥)の削減 

※１ 

156,594 141,950     151,896 

紙の使用量

（枚）の削減

※２ 

3,374,441 3,165,872     3,273,208 

※１全機関 

※２市庁舎のみ 

 

 

ごみの減量とリサイクルに関する目標 

目標値：令和 5年度までに平成 29年度比 2.5％削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市庁舎のみ。ごみの減量目標については、北本市一般廃棄物処理基本計画（第 4次計画） 

における事業系ごみ排出量の数値目標である。平成 25 年度比 5.0％減（Ｈ37）を基に平成 

29 年度 2.85t の 5.0％減となる 2.78t 以下とした。 

  

取組項目 

排出量（ｔ） 

H29 

（基準） 

Ｒ1 

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

R5 

（目標） 

ごみの減量

とリサイク

ルの促進 

    2.85 2.59       2.78 以下 
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第2部 環境マネジメントシステム 

第1章 システムの概要 

 

１ 目的 

北本市がこれまで推進してきた環境に配慮した活動（事務・事業）を、さらに積極的かつ継続的に行う

ことにより、総合的かつ計画的に環境の保全・改善を推進し、環境管理体制の確立を図ることを目的とし

ています。 

 

２ 適用範囲 

職員（非常勤職員・臨時職員を含む）及び受託者及び市の公共施設について適用します。 

 

３ システムの体系 

環境方針に基づき、目的・目標及び達成するための実施計画を策定し、実施及び運用管理を行い、点

検、是正処置及び予防処置を実施し、見直しを行っていく継続的改善のプロセスを「ＥＭＳ」として確

立し、維持します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 取り組み内容 

取り組みの策定にあたっては、環境方針を踏まえ、北本市の活動（事務・事業）として適切なものを

設定します。また、目標の設定にあたっては、第 4次北本市地球温暖化対策実行計画との整合性を図っ

ています。 

事   項 取 組 項 目 担 当 部 署 

温室効果ガス排出量の削減 電気・燃料使用量の削減 施設管理担当部署 

公用車の燃料使用量の削減 全部署(指定管理除く) 

環境配慮の推進 水使用量の削減 施設管理担当部署 

紙使用量（枚数）の削減 全部署(指定管理除く) 

廃棄物の減量・再資源化 施設管理担当部署 

グリーン購入の推進 グリーン購入の推進 全部署(指定管理除く) 

環境リスクの管理 環境関連法令の遵守 全部署 

緊急事態への対応 全部署 

計画（Ｐｌａｎ） 

取り組みの策定・目標の設定 

見直し（Ａｃｔ） 

取り組みの改善・見直し 

実施・運用（Ｄｏ） 

取り組みの準備・実施 

点検（Ｃｈｅｃｋ） 

取り組みの点検・内部監査 

環 境 方 針 

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ 

サ イ ク ル 
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第2章 実施状況 

 

１ 内部コミュニケーションの状況 

（１）環境研修会の実施 

開催日 研修対象 参加人数 内容 

平成 31 年 4 月 2 日 新規採用職員 21 人 ・環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの概要 

・ごみの分別方法について 

・グリーン購入について 

令和 2年 2月 18 日 所属職員 

（各課（所・

局）から 1名

ずつ） 

25 人 ・ごみの分別方法について 

・北本市のごみのゆくえ 

・グリーン購入について 

・庁舎内での電気・ガスなどの使

用について 

・公用車の活用について 

 

２ 目標の進捗状況 

（１）目標に対する結果 

ア 全機関（紙使用量については市庁舎のみ） 

事項 取組項目 
令和 5年度の目標 

（目標数値） 
令和元年度実績 目標値比較増減 達成状況 

温室効果ガス 

排出量の削減 

電気使用量の削減   

（t-CO₂） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（2,828t） 
2,801 -27 達成 

燃料使用量の削減   

（t-CO₂） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（855t） 
817 -38 達成 

公用車燃料使用量の 

削減（t-CO₂） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（30t） 
31 1 未達成 

環境配慮の 

推進 

水道使用量の削減 

（㎥） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（151,896 ㎥） 
141,950 -9,946 達成 

紙使用量の削減 

（枚数） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（327 万枚） 
317 万 -10 万 達成 

ごみの減量とリサイ 

クルの推進（t） 

平成 29 年度比 2.5％削減 

（2.78t） 
2.59 -0.19 達成 

 

（２）未達成項目の考えられる要因 

ア 公用車燃料使用量 

・各機関が行っている事業の整理・合理化が進んでいないことが考えられるが、増加はし

ていない。 
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（３）市庁舎における項目別の取り組み実績 

ア 紙使用量（使用枚数）                                 （枚） 

所属名 令和元年度 平成 30 年度 
前年度比較 

枚数 ％ 

市長政策課 ７２，２４８ ７５，３０７ △３，０５９ ９５．９ 

企画課 １０７，５９４ ９８，７６３ ８，８３１ １０８．９ 

財政課 ９８，３９３ １２１，４８５ △２３，０９２ ８１．０ 

総務課 １３１，５２６ １０２，５９４ ２８，９３２ １２８．２ 

契約管財課 ９５，０４９ １０２，２０１ △７，１５２ ９３．０ 

税務課 ６５，１１２ ７１，７５６ △６，６４４ ９０．７ 

納税課 ５３，０２０ ５６，７８４ △３，７６４ ９３．４ 

くらし安全課 １１２，７３５ １１２，０５１ ６８４ １００．６ 

環境課 ７７，７０４ ８１，３５９ △３，６５５ ９５．５ 

市民課 １０９，８０３ １０３，９０８ ５，８９５ １０５．７ 

地域経済推進課 ７３，０１８ 
１６０，０３３ △５，９３２ ９６．３ 

農業経営推進課 ８１，０８３ 

福祉課 １７１，８９１ １３４，７０８ ３７，１８３ １２７．６ 

障がい福祉課 ７８，７６８ １３４，８２７ △５６，０５９ ５８．４ 

こども課 １６８，９９６ １４５，２１４ ２３，７８２ １１６．４ 

健康づくり課 ７８，３０５ ９２，３５４ △１４，０４９ ８４．８ 

スポーツ健康課 ７６，２３０ ６８，４７９ ７，７５１ １１１．３ 

高齢介護課 １５５，５９３ １７１，８４５ △１６，２５２ ９０．５ 

保険年金課 １３４，５０５ １１８，２７３ １６，２３２ １１３．７ 

都市計画課 ６６，０２５ ７８，５９９ △１２，５７４ ８４．０ 

建築開発課 ５９，１１７ ５２，１３７ ６，９８０ １１３．４ 

道路課 ６８，２８９ ７０，６３１ △２，３４２ ９６．７ 

下水道課 ７４，６１９ ７４，３８１ ２３８ １００．３ 

議会事務局 ８２，４００ １２７，８３２ △４５，４３２ ６４．５ 

教育総務課 ８８，７６３ １１３，６９２ △２４，９２９ ７８．１ 

学校教育課 ３９０，６８１ ４７７，１４７ △８６，４６６ ８１．９ 

生涯学習課 １９０，５１１ ２０２，５６２ △１２，０５１ ９４．１ 

文化財保護課 ５２，３７５ ４１，３６３ １１，０１２ １２６．６ 

会計課 ５５，２５８ ６５，０４８ △９，７９０ ８４．９ 

選管・監査事務局 ９６，２６１ ８３，００４ １３，２５７ １１６．０ 

合計 ３，１６５，８７２ ３，３３８，３３７ △１７２，４６５ ９４．８ 
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イ ごみの排出量 

                                    （㎏） 

分類 令和元年度 平成 30 年度 比較増減 

廃棄物 

燃やせるごみ 2,239 2,278 △39 

燃やせないごみ 348 389 △41 

合計 2,587 2,667 △80 

資源類 

プラスチック製容器包装 430 400 30 

段ボール 2,170 2,080 90 

色上質紙（雑誌等） 1,230 395 835 

雑紙（シュレッダー含む） 24,930 24,050 880 

新聞紙 1,170 835 335 

 

ウ グリーン購入率 

 分類 購入率 主な購入品（不適合理由） 

1 紙類 70% コピー用紙、印刷用加工紙(適合品なし) 

2 文具類 55% 封筒等 

3 オフィス家具等 47% ホワイトボード 

4 画像機器等 91% インクリボン、インクカートリッジ 

5 電子計算機等 90% ＤＶＤ-ＲＷ、電子計算機 

6 オフィス機器等 97% テレフォンアーム(適合品なし)、電卓 

7 移動電話等 実績なし  

8 家電製品 8％  

9 エアコンディショナー等 実績なし  

10 温水器等 実績なし  

11 照明 84% 蛍光灯 

12 自動車等 実績なし  

13 消火器 １００%  

14 制服・作業服 76% 作業着、調理白衣、短靴（適合品なし） 

15 ｲﾝﾃﾘｱ・寝装寝具 62％  

16 作業手袋 0%  

17 その他繊維製品 0％ 懸垂幕（適合品なし） 

18 設備 実績なし  

19 災害備蓄用品 実績なし  

    全体 60％ 

 

グリーン購入適合物品購入金額 

物品購入金額 

 

購入率（％）＝ ×100 
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３ 環境監査の結果 

 環境監査は、システムが適切に運用され、取り組みが有効かつ妥当に機能しているかを確認する

ため、環境監査員会により年１回以上行う。 

 環境監査委員は、主任環境監査員を含め６名（令和元年度）で、システムの維持運営及び監査の

実施にふさわしい力量を持った者を市長が任命している。 

 

令和元年度環境監査結果 

実施日 令和２年１月２４日（金）９：００～１６：３０ 

監査方法と 

部署（施設） 

書類審査・・・全部署 

現場審査・・・市庁舎、文化センター、北本中学校、深井保育所、東部公民

館、南部公民館、南学童保育室、南小学校 

監査結果 不適合事項 ０件、 注意事項 ６件、 推奨事項 ２件 

システムに 

関する総評 

各施設での監査において不適合と判断された事項はなく、概ね適切に維持さ

れていた。現場監査を行ったすべての施設で不要な照明や冷暖房はこまめに消

すように取り組んでいた。しかしながら、空調設備についての使用方法を理解

していない施設があり有効活用に向けての課題がある。使用料の見えるかによ

り職員への意識づけを行うなどの工夫もあるが、老朽化した設備を使用しなが

らの節電や節水には限界があり、今後の大きな課題である。 

注意事項 （1）全体の目標達成状況が、未達成がある。（事務局） 

（2）職員の取組状況（様式１取り組み実施状況チェック表）において平均以下が

多い。「取組目安」のパーセンテージを引き上げることを検討するべき。評価点に

ついて、「該当しない」を選択するべきところ評価が記入されているため是正が必

要と考える。（各課） 

（3）グリーン購入の報告が徹底されていないと見られる。グリーン購入以外の

エコ商品もあるので認めてはどうか。（各課） 

（4）出先機関の公用車の燃料費は、まとめると分からなくなってしまうので、

施設ごとに公用車の燃料費が分かるようにするべき。（各課） 

（5）氷蓄熱空調機を使用しているが、蓄熱タンクの水の管理ができていない。 

太陽光発電設備の管理がされていない。（北本中学校） 

（6）PCB 含有トランスコンデンサー使用中。早急に交換すべき。（文化センタ

ー） 

推奨事項 （1）電気のオンオフを記録し、職員の節電に関する意識付けを徹底している。 

本社から節電の専門家を招き指導を受けている。（文化センター） 

（2）照明をこまめに消す。扇風機を活用して風を送り空気を循環させている。

エレベータの電源を使用しないときはオフとしている。蛍光灯の間引きを行っ

ている。蛍光灯のカバーを外して照度をあげている。（南部公民館） 
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４ 改善に向けた対応 

（１）各施設へのヒアリングの実施 

  各施設からあげられた集計結果をもとに、各施設への通知を行い、意識啓発と周知を図るもの

とする。 



  令和 2年度版環境施策に関する年次報告書 

（令和元年度実績） 
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用  語  解  説 

 

〔あ行〕 

アイドリング 

駐車時や停車時に、自動車のエンジンを空転させることです。 

一酸化炭素(ＣＯ) 

燃料の不完全燃焼により発生する無色、無臭の気体です。主に自動車から排出され、生体に有

毒で、血液中のヘモグロビンとの結合が酸素の約 210 倍であるため、酸素の供給を阻害し、ひど

い時には、窒息に至る場合もあります。 

ＥＭボカシ(ＥＭ発酵資材) 

ＥＭで有機物（米ヌカ、油カスなど）を発酵させたもののことをいい、一般でいうボカシ肥料

と同じようなものです。発酵過程でＥＭを増殖させ、その密度を高め、ほ場では有機物がＥＭを

増殖させる餌となります。 

一般廃棄物 

主として家庭から排出される廃棄物。産業廃棄物以外の廃棄物。 

エネファーム（家庭用燃料電池） 

都市ガス・ＬＰガス・灯油などから、燃料となる水素を取り出し、空気中の酸素と反応させ発

電するシステムのことで、発電時の排熱を給湯に利用します。発電の際には水素を用いるためＣ

Ｏ２は発生しません。 

温室効果ガス 

太陽光によって暖められた地表面から放出される赤外線を吸収し、大気を暖め、一部の熱を再

放射して地表面の温度を高める効果をもつガスのことです。代表に二酸化炭素が挙げられます。 

〔か行〕 

街区公園 

もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目的とする公園で、誘致距離 250m の範囲で

一箇所当たり面積 0.25ha を標準として配置するものです。 

合併処理浄化槽 

し尿に加えて、台所、風呂、洗濯等からの生活排水を戸別にまとめて処理する装置のことです。 

環境基準 

人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維持されることが望ましい基準として、大気・水・

土壌・騒音を、どの程度に保つことを目標に施策を実施していくのかという目標を定めたものの

ことです。 

環境マネジメントシステム 

企業などの組織が法令などの規制基準を遵守することにとどまらず、自主的かつ積極的に環境

を保全するために立案する計画と行動組織のことです。PDCA のサイクルで推進していきます。 

九（八）都県市指定低公害車 

首都圏の広域的課題について取り組む九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、
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（令和元年度実績） 

40 

 

川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市）において、電気・天然ガス・ハイブリッド自動車のみ

でなく、一般に市販されているガソリン・ＬＰＧ・ディーゼル自動車であっても、窒素酸化物等

の排出量が少ない低公害な自動車を指定し、率先して導入するとともに、一般に広く推奨する制

度です。なお、平成 22 年に相模原市が加わり、八都県市から九都県市となっています。 

近隣公園 

主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で、誘致距離 1km の範囲内で

一箇所当たり面積 4ha を標準として設置するものです。 

コンポスト 

枯れ木や草、ごみなどによって急速に作られたたい肥のことです。ごみの処分の方法で、集めら

れたごみを好気的に消化安定させ、それらを急速たい肥として利用します。 

〔さ行〕 

酸性雨 

石油・石炭など化石燃料を消費することによって、大気中に放出される硫黄酸化物中の硫黄分・

窒素酸化物の窒素分を、凝結核として降る雨のことです。（硫黄酸化物、窒素酸化物等の大気汚染

物質が大気中の水分に溶け込み、pHが 5.6 以下の強い酸性を示す雨） 

市民農園 

住宅地内あるいはその周辺の用地を一定の大きさに区分し、貸し出される家庭菜園です。 

生産緑地 

広義には、田畑・森林・牧野など、生産に利用されている緑地です。狭義には、生産緑地法に

基づいて指定されている市街化区域内の緑地です。 

生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ) 

河川や排出水、下水等の汚濁の程度を示す代表的な指標の一つで、水中の有機物質が微生物の

働きによって分解されるときに消費される酸素の量です。ＢＯＤの値が大きいほど水中の有機物

質が多く、水が汚れているといえます。 

総合公園 

都市住民全般の休息・観賞・散歩・遊戯・運動等、総合的な利用に供することを目的とする公

園で、都市規模に応じ一箇所当たり面積 15~75ha を標準として配置するものです。 

総量規制 

一定の地域内の汚染(濁)物質の排出総量を一定量以下に抑えるため、工場に対し汚染(濁)物質許

容排出量を割り当てて、規制する方法をいいます。濃度規制と対比される概念です。 

〔た行〕 

ダイオキシン類 

一般には、ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（ＰＣＤＤ）及びポリ塩化ジベンゾフラン（Ｐ

ＣＤＦ）の総称のことです。ダイオキシン類には、塩素の数や配置によりＰＣＤＤで７5 種類、

ＰＣＤＦで 135 種類の仲間があり、廃棄物の焼却やパルプの塩素漂白、塩素系農薬製造等の各過

程で非意図的に生成されます。 

〔健康影響〕人体に対する影響は、発がんとその他症状です。人における発がんは、化学工場
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の従事者や、2,4,5－T の散布をした農夫などの集団で全がん死亡率の上昇が報告されています。

また、部位別に呼吸器がん、非ホジキンリンパ腫、軟部組織肉腫等の発生率の上昇が観察されて

います。過去、西日本において発生した油症では、原因となった米ぬか、患者の体液等から PCDF

が検出され、様々な皮膚症状、視力減退、しびれなどの神経症状が観察されました。ダイオキシ

ンの人体影響については未解明な部分が多く、今後とも引き続き毒性試験や人体への影響につい

て調査研究を推進することが重要とされています。 

地球温暖化 

人間活動の拡大により、二酸化炭素やメタン等の温室効果ガスの大気中の濃度が増加し、地表

面の温度が上昇する現象のことです。 

 地区計画 

身近な生活空間について、建築物の建て方のルールや道路、公園などの配置等を地区単位で定

める都市計画のことです。  

一般的な建築物のルールを守って建築物を建てた場合でも、周辺と調和しない建築物が建てら

れることがありますが、地区計画を活用すると、地区の実情に合ったより良い居住環境やまち並

みを誘導することができます。 

窒素酸化物(ＮＯｘ) 

一酸化窒素（ＮＯ）や二酸化窒素（ＮＯ2）等、窒素と酸素の化合物の総称のことです。窒素酸

化物の主な発生源は自動車や工場からの排出ガスであり、大気汚染物質の一つとして呼吸器系に

対する有害性が知られているほか、酸性雨の原因にもなっています。 

低公害車 

低公害性の石油代替エネルギーを利用する自動車のことで、メタノール車や天然ガス車、電気

自動車、ハイブリッド車があります。 

ｄＢ(デシベル) 

耳の感覚を計器の回路として組み込んだ騒音計で測った値を騒音レベルといい、ｄＢ（Ａ）は

この騒音レベルの大きさを表す単位です。わが国では、ｄＢ（Ａ）を「ホン」ということもあり、

これは全く同じ単位を示しています。 

等価騒音レベル 

   時間的に変動する騒音の、騒音レベルのパワー平均値を表します。 

透水性舗装 

地下水のかん養や河川への急激な雨水の流出抑制等を図るため、雨水を地下水に浸透させるよ

うにした舗装方法のことです。浸透性舗装ともいいます。 

特定建設作業 

騒音規制法及び振動規制法に規定されており、建設工事として行われる作業のうち、著しい騒

音や振動を発生する作業のことをいいます。くい打機を使用する作業等、騒音では 8 種類、振動

では 4 種類の作業について定められています。 

特定施設 

大気汚染、水質汚濁、騒音等の公害を防止するために各種の規制法は、「特定施設」という概念



  令和 2年度版環境施策に関する年次報告書 

（令和元年度実績） 

42 

 

を設けています。大気汚染防止法では「特定物質を発生する」施設、水質汚濁防止法では「有害

物質又は生活環境項目として規定されている項目を含む汚水又は廃液を排出する」施設、騒音規

制法では、「著しい騒音を発生する」施設、振動規制法では「著しい振動を発生する」施設、ダイ

オキシン類対策特別措置法では、「ダイオキシン類を発生し、及び大気中に排出する。又はダイオ

キシン類を含む汚水又は排水を排出する」施設をいい、政令でその規模、容量等の範囲が定めら

れています。 

毒性等価係数(ＴＥＦ：Toxicity Equivalency Factor) 

ダイオキシン類は多数の毒性の異なる同族体の混合物として存在します。そこで、個々の同族

体の毒性の強さを、最も強い毒性を有する 2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン

（2,3,7,8－TCDD）を 1 として表した係数が毒性等価係数となります。 

ダイオキシン類対策特別措置法において、ポリ塩化ジベンゾフランが 10 種、ポリ塩化ジベン

ゾ－パラ－ジオキシンが 7 種、コプラナ―ポリ塩化ビフェニルが 12 種、毒性があるものとして

毒性等価係数を与えられています。 

毒性等量(ＴＥＱ) 

毒性等価換算濃度の略です。ダイオキシン類には構造の違いなどにより様々な種類があり、そ

の毒性もまちまちですが、それらを最も毒性の強い 2,3,7,8－四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシ

ン（2,3,7,8－TCDD）の毒性に換算して表した濃度のことです。 

土地区画整理 

未開発の土地や都市施設の未整備な地域において、道・公園・上下水道などの公共施設を整備

し、土地利用増進を図るための事業方式のことです。 

都市緑地 

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観向上を図るために設けられている緑

地であり、一箇所当たり面積 0.1ha 以上を標準として配置するものです。 

トリクロロエチレン 

塩素を含む有機化合物で、水よりも重く、また、常温では揮発性が高い無色透明の液体です。

さまざまな有機物を溶かす性質があり、不燃性であるため、機械部品や電子部品などの加工段階

で用いた油の除去などに使われてきました。今日では、代替フロンの原料として需要が増え、金

属の洗浄用途を上まわっています。 

〔健康影響〕高濃度のトリクロロエチレンを長時間取り込み続けると、肝臓や腎臓への障害が

認められ、比較的低濃度では頭痛・めまい・眠気などの神経系への影響が認められます。 

〔な行〕 

二酸化硫黄(ＳＯ２) 

大気汚染物質の一つで、硫黄分を含む燃料を燃焼する際に発生します。刺激臭のある無色の気

体で、1～10ppm 程度で呼吸機能に影響を及ぼし、眼の粘膜に刺激を与え、流涙をきたします。 

二酸化窒素(ＮＯ2) 

物の燃焼の際に発生し、高温になるほどその量は多くなります。呼吸器の細菌感染などに対す

る抵抗力を弱め、鼻やノドの粘膜、呼吸器系に刺激を与えます。 
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農薬 

農薬とは農薬取締法で規定されている薬剤のことをいい、農作物等に害を与える病害虫の防除

に用いられる殺虫剤、殺菌剤や、農作物等の生理機能の増進に用いられる植物成長調整剤などが

あり、用途によって分類されています。また、農作物等の病害虫を防除するための「天敵」も農

薬の一種とされています。 

平成 15 年の食品衛生法の改正により、平成 18 年５月末より残留農薬基準が定められていな

い農薬については、人の健康を損なうおそれのない量（一律基準＝0.01ppm）を設定し、それを

超えた残留のある農産物の販売等が禁止されています。 

〔は行〕 

ばい煙 

大気汚染防止法において、次の物質をばい煙として定義しています。⑴燃料その他の物の燃焼

に伴い発生する硫黄酸化物、⑵燃料その他の物の燃焼または熱源としての電気の使用に伴い発生

するばいじん、⑶物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を除く）に伴い発生する物質

のうち、人の健康または生活環境に係る被害を生ずるおそれがある物質で政令で定めるもの（有

害物質という）。 

ピコグラム(ｐｇ) 

ピコグラムとは 1 兆分の 1 グラムのことです。また、ナノグラム（ｎｇ）とは 10 億分の 1 グ

ラムのことです。 

ビオトープ 

生物を意味する“Bio”と場所を意味する“Tope”を合成したドイツ語で、野生生物の生息空

間を意味します。ここでは、野生生物の生育・生息空間の場として、自然環境の復元や創造を行

うことを広く示すものとします。 

ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例 

昭和 54 年 3 月に制定された埼玉県の条例で、武蔵野の雑木林などの緑の保全及び緑化に関し

て必要な事項を定めることにより、埼玉らしい緑豊かな環境の形成を図り、郷土埼玉を県民にと

って親しみと誇りのあるものとすることを目的としています。 

フロン 

フッ素を含むハロゲン化炭化水素の総称のことです。毒性は小さく、化学的に安定しているた

め、クーラーや冷蔵庫の冷媒、スプレー噴霧剤などに使われてきましたが、オゾン層の破壊や地

球温暖化に関係していることから、その削減に向けた取り組みが進められています。 

浮遊物質量(ＳＳ) 

水中に浮遊している物質の量のことをいい、数値（ｍｇ／ℓ）が大きいほど、その水の濁りが多

いことを示します。 

浮遊粒子状物質(ＳＰＭ) 

大気中に浮遊している粒径が 10µｍ以下の粒子状の物質（粉じん、ばいじん等）。大気中に長

期間滞留します。発生原因としては、風による土砂の舞上がり等、また、ボイラーや自動車の排

出ガス等石油系、石炭等の燃料の燃焼、物の破砕等によるものや大気中で二次的に反応して生成
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されるものなどがあります。呼吸により体内に入りますが、特に粒径の小さい物質については、

肺胞に留まり、溶解性のものであれば血液に溶け込みますが、不溶解性のものであると、そのま

ま肺組織に留まり生体に悪影響をおよぼすとされています。 

粉じん 

物の破砕、選別その他の機械的処理やたい積に伴い発生し、または、飛散する物質をいいます。 

ベクレル（Ｂｑ） 

放射線を出す能力の強さを表す単位を「ベクレル（Ｂｑ）」といいます。 

ベンゼン 

ベンゼンは 19 世紀前半に、圧縮した鯨油の分解ガスからはじめて取り出されました。常温で

揮発性や引火性が高い物質であり、発がん性もあるので取り扱いには注意が必要です。ガソリン

の中にも含まれて（現在の基準では体積比 1%以下）いるため、主に自動車などの排気ガスに含

まれて排出されています。 

〔健康影響〕遺伝子に対する障害性があると考えられています。また、疫学研究において白血

病を引き起こすことに関し、十分な証拠があると考えられています。 

放射線 

高いエネルギーをもった高速の粒子（粒子線）や電磁波。目には見えませんが、物質を透過す

る性質や原子を電離（イオン化）する性質があります。高速の粒子の放射線には、アルファ（α）

線、ベータ（β）線、中性子線などがあります。電磁波は波の性質をもっていて、テレビやラジ

オの放送に使われている電波や自然の光なども含まれていますが、電磁波のうち波長の短いエッ

クス線やガンマ線を放射線として区別しています。 

保護地区 

身近で貴重な自然を次世代に残すために、所有者の協力を得て、雑木林や樹林を保護すべき地

区（山林）として指定した場所のことです。 

〔や行〕 

谷津 

台地に刻まれた谷の斜面や谷底から湧き出る地下水(湧水)によって作られた低湿地のことです。 

有機リン化合物(Ｏ－Ｐ) 

   リン原子が炭化水素基と結合している化合物のことです。多くは殺虫剤に使用されます。初期

の有機リン系殺虫剤は、ほ乳動物や鳥類に対する毒性が強く野生生物への影響が出ましたが、最

近の化合物は毒性が低くなり、生物に対する危険性は低下しています。 

要請限度 

「騒音規制法」に定められた自動車交通騒音の限度のことです。この要請限度を超えた場合、

都道府県知事は、道路管理者に対して騒音防止のための道路構造の改善などの措置をとるよう要

請したり、都道府県公安委員会に対し、道路交通法の規定による措置をとるよう要請したりする

ことができます。 

溶存酸素量(ＤＯ) 

   水中に保持されている酸素のことです。一般に、汚染が進むと酸素の濃度は低下します。 
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